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　事業承継、特に取引相場のない株式の
取得に伴う相続税・贈与税の負担は軽い
ものではありません。事業の円滑な承継

を促進するための事業承継税制として以
下の特例が設けられています。

事業承継税制
－314

　以下では①、②について、事業承継税
制の対象となる会社、相続人、被相続人

などの要件を整理するとともに、具体的
な計算方法についても解説します。

　非上場株式等についての相続税の納税
猶予の特例（以下、相続特例といいます）
とは、後継者である相続人等が、相続等
により、「中小企業における経営の承継
の円滑化に関する法律」（以下、円滑化法）
の定める都道府県知事による認定（注）を
受ける非上場会社の株式等を被相続人
（先代経営者）から取得し、その会社を
経営していく場合には、その後継者が納

付すべき相続税のうち、その株式等に係
る課税価格の80％に対応する相続税の納
税が猶予されるというものです。
　相続特例の対象となるのは、相続前か
ら後継者が既に保有していた議決権株式
等を含め発行済完全議決権株式総数の
2/3に達するまでの部分に限られます。
　特例の要件や申告手続などの流れは次
のページの図の通りです。

非上場株式等についての相続税の納税猶予の特例

（注）�従来、要件に該当するかについての確認・
認定は、経済産業大臣が行うこととされて
いましたが、平成29年4月1日以後、会社の

主たる事務所の所在地を管轄する都道府県
知事が行うことになりました。

同族株主等の判定図
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同族株主の
いない会社

中心的な同族
株主※2 のい
る会社

中心的な同族
株主のいない
会社

中心的な株主※3

のいる会社

中心的な株主
のいない会社

同族関係者を含め
た議決権割合が
15％以上の株主

同族関係者を含め
た議決権割合が
15％未満の株主

中心的な同族株主

同族株主で議決権
割合が５％以上の
株主

同族株主で議決権
割合が５％未満の
株主（役員を除く）

非 同 族 株 主

同 族 株 主

非 同 族 株 主

同族関係者を含め
た議決権割合が
15％未満の株主

同族関係者を含め
た議決権割合が
15％以上で単独で
５％以上の株主

同族関係者を含め
た議決権割合が
15％以上で単独で
５％未満の株主
（役員を除く）

中 心 的 な 株 主

※１　議決権総数の
30％以上（同族関係
者の持株を含みま
す）を所有する株主
をいいます。ただ
し、議決権総数の
50％超（同族関係者
の持株を含みます）
を所有する株主が
いる場合はその株
主だけをさします。

※２　議決権総数の
25％以上（同族関係
者のうち一定の関係
にある者の持株を含
みます）を所有する同
族株主をいいます。

※３　議決権総数の
15％以上を所有する
株主グループのう
ち、単独で10％以上
所有している株主を
いいます。

※４　上記の「同族株主」、「中心的な同族株主」または「中心的な株主」の判定、及び各株主の「議決権割合」
の算出を行う際には、
①評価会社が保有する自己株式の議決権はゼロとします
②法人間での株式の相互保有により議決権を有さないこととされる株式の議決権数はゼロとします
③種類株式のうち株主総会の一部の事項について議決権がない株式の議決権の数を含めます

色がついているのが同族株主等です。

①非上場株式等についての相続税の納税猶予の特例
②非上場株式等についての贈与税の納税猶予の特例
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■相続開始前　�
　相続開始前の段階では、相続特例を受
けるための特段の手続きは必要ありませ
ん。ただし、任意の手続きとして、円滑
化法に基づく「都道府県知事の確認」を

受けることができます。これは、会社が
計画的な事業承継の取組みを行っている
ことについて、事前に確認するものです。

■相続開始後、相続税の申告期限までの間　�
　相続特例を受けるためには、相続開始
後に円滑化法に基づき、会社、後継者（相
続人等）、先代経営者（被相続人）の要
件をそれぞれ満たしていることについて
の「都道府県知事の円滑化法の認定」を
受けなければなりません。
　この特例を受けられる「後継者」は、
１つの会社につき１人に限られます。
　後継者は、相続税の申告期限までに、
相続特例の適用を受ける旨を記載した相
続税の申告書および一定の書類を税務署

へ提出するとともに、納税が猶予される
相続税額及び利子税の額に見合う担保を
提供する必要があります。
　特例の適用を受ける非上場株式等のす
べてを担保として提供した場合には、納
税が猶予される相続税額および利子税の
額に見合う担保の提供があったものとみ
なされます。
　相続税の申告は、相続開始があったこ
とを知った日（通常は被相続人が死亡し
た日）の翌日から10ヵ月以内に、所轄税

務署に対して行う必要があります。所轄
税務署は、通常、被相続人の住所地を所

轄する税務署となります。

株式等を譲渡した
場合等 猶予税額の

免除

猶予税額の全部又は
一部と利子税を納付※

申告、担保提供 要件を満たさな
くなった場合任意で受けられる

（平成25年4月1日以後の
相続等から任意に）

猶予税額の
全部又は一部と
利子税を納付※

後
継
者
の
死
亡
等

株式等の保有
継続等

事業の継続

・代表者であること
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・雇用の８割維持
等 
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後継者の相続税額のうち議決権株式等
（相続後で発行済議決権株式等の 2/3 に達するまで）
の 80％ に対応する相続税の納税を猶予

「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」（平成
20年10月１日施行）に基づく都道府県知事の関与

５年間

猶予税額が免除される「死亡」以外の場合
○ 会社の倒産
○ 後継者への贈与
○ 同族関係者以外の者に株式等を全部譲渡し
　 た場合（譲渡対価等を上回る税額を免除）

●非上場株式等についての相続税の納税猶予の特例

都道府県知事
の円滑化法の
認定

・会社、後継者に
　関する要件の
　判定

10ヵ月間 ○会社が次のいずれにも該当しないこと
◦　�上場会社
◦　�特別関係会社※１が、上場会社であること
◦　�中小企業者※２に該当しない会社
◦　�風俗営業会社
◦　�資産管理会社（資産保有型会社、資産運用型会社）※３

◦　�総収入金額がゼロの会社、従業員数がゼロの会社
◦　�会社が外国会社である他の特別関係会社※１の株式等を直接・間接に有

する場合は、会社の従業員数が５人未満であること

●会社の主な要件

※１　�特別関係会社とは、承継する会社及び後継者及び後継者と同族関係等がある者で総議決権数の50%
超の議決権数を保有する会社をいいます。

※２　�中小企業者とは、以下の図表に示されるものになります。
※３　�有価証券、自ら使用していない不動産、現金・預金等の特定の資産の保有割合が帳簿価額の総額の

70％以上の会社（資産保有型会社）やこれらの特定の資産からの運用収入が総収入金額の75％以上
の会社（資産運用型会社）など一定の会社をいいます。

◦　�相続開始の日の翌日から５ヵ月を経過する日において会社の代表者で
あること

◦　�相続開始の時以後において、後継者及び後継者と同族関係等がある者
で総議決権数※の50％超の議決権数を保有し、かつ、これらの者の中
で最も多くの議決権数を保有することとなること

●後継者である相続人等の主な要件

※　�株主総会において議決権を行使できる事項の全部について制限された株式の数等は含まれません。

●猶予制度の対象となる中小企業者
資本金または

出資 従業員数

製造業、建設
業、運輸業そ
の他

３億円以下 300人以下

卸売業 １億円以下 100人以下

サービス業 ５千万円以下 100人以下

小売業 ５千万円以下  50人以下

●政令により範囲を拡大した業種（下線部分が拡大）
資本金または

出資 従業員数

ゴム製品製造業（自動車ま
たは航空機用タイヤ及びチ
ューブ製造業並びに工業用
ベルト製造業を除く）

３億円以下 900人以下

ソフトウェア・情報処理サ
ービス業 ３億円以下 300人以下

旅館業 ５千万円以下 200人以下

※　�やむを得ない理由があるなど、一定の場合は、一定部分の納税猶予税額が免除されます。
（出所）国税庁資料をもとに大和総研作成

17税金読本_p337-368_14.indd   350-351 2017/08/10   9:44



� ● 相続・贈与に欠かせない財産評価

352 353

財
産
評
価

■事業継続期間経過後　�
　事業継続期間経過後であっても、後継
者が引き続き相続特例の適用を受けた非
上場株式等を保有すること等により、継
続して納税の猶予を受けることができま
す。

　後継者が相続特例の適用を受けた非上
場株式等を譲渡したなど一定の場合に
は、納税が猶予されている相続税の全部
または一部について利子税と併せて納付
する必要があります。

　事業継続期間（５年間）の経過後は、
対象株式を継続保有していれば、相続税
の納税猶予が継続されますが、次の場合

には相続税の猶予税額の納付が免除され
ます。

■後継者の死亡等　�

　後継者は、相続特例を受けるために申
告期限の翌日から５年間を経過する日ま
で事業を継続する必要があります。また、
その事業継続期間中については、以下の
要件を満たさなければなりません。

　更に、相続人は、都道府県知事の円滑
化法の認定の有効期間（５年間）内は毎
年、その後は３年ごとに継続届出書を所
轄の税務署に提出しなければなりません。

猶予税額の計算

　猶予税額の計算方法は、まず、相続税の納税猶予の適用がないものとして、
通常の相続税額の計算を行い、各相続人の相続税額を算出します。経営承継
相続人以外の相続人の相続税額は、この時点で確定します。
　次に、経営承継相続人以外の相続人の取得財産は不変としたうえで、経営
承継相続人が、特例適用株式等のみを相続するものとして計算した場合の経
営承継相続人の相続税額と、特例適用株式等の20％のみを相続するものとし
て計算した場合の経営承継相続人の相続税額の差額を算出し、この額を、経
営承継相続人の猶予税額とします。
　経営承継相続人の相続税額からこの猶予税額を控除した額が、経営承継相
続人の納付税額となります。

■申告期限後（納税猶予期間中）�

・認定を受けた会社の代表者であること
・�雇用の８割以上※1（５年間の平均）を維持すること（厚生年金保険およ
び健康保険加入者などをベース※２）

・相続した対象株式を継続保有していること等※3

●事業継続要件

※１　�端数が生じた場合、切り上げ（平成29年4月1日以後に従業員数を計算する場合については、原則切
り捨て）となります。

※２　�特定短時間労働者を除きます。
※３　�組織再編を行った場合であっても、実質的な事業継続が行われているときには認定を継続します。

・　�経営者が死亡した場合
・　�会社が破産または特別清算した場合
・　�対象株式の時価が猶予税額を下回る中、当該株式の譲渡を行った場合
（ただし、時価を超える猶予税額のみ免除）

・　�次の後継者に対象株式を一括贈与した場合

・　�会社の代表者であったこと
・　�相続開始直前において、被相続人及び被相続人と同族関係等のある者

で総議決権数※の50％超の議決権数を保有し、かつ、後継者を除いた
これらの者の中で最も多くの議決権数を保有していたこと

●先代経営者である被相続人の主な要件

※　�株主総会において議決権を行使できる事項の全部について制限された株式の数等は含まれません。

○遺産総額
・土地等　３億円　・非上場株式　１億5,000万円　
・現預金等　１億5,000万円
　→合計　６億円
○相続人はＡ・経営承継相続人Ｂの二人
○Ｂは非上場株式と現預金等を相続。土地等はＡが相続。
○�被相続人は、経営する会社の議決権株式の100％を所有していたもの
とする。その他必要な要件は満たしているものとする

●前提

主な場合 申告期限後５年以内 申告期限後５年経過後
特例の適用を受けた非上場株式等についてそ
の一部を譲渡等（贈与を含む）した場合

相続税の全額と
利子税

譲渡等した部分に対応す
る相続税と利子税※

後継者が会社の代表者でなくなった場合
相続税を納付することな
く引き続き納税が猶予一定の基準日において雇用の８割（５年間の

平均）を維持できなくなった場合

会社が資産管理会社に該当した場合 相続税の全額と利子税※２

※　�事業継続期間中（５年間）の利子税率は０％に軽減されます。
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■他制度との併用など　�
◆�小規模宅地等の特例との併用
　相続税の納税猶予の適用を受ける場合
も、小規模宅地等についての相続税の課
税価格の計算の特例の適用が認められま
す。
◆�贈与税の納税猶予の特例と相続時
精算課税制度との併用

　平成29年1月1日以後の贈与に係る贈
与税から、後継者が、後述する贈与税の
納税猶予の特例（ 356ページ参照）
の適用を受けている場合であっても、後
継者を含む推定相続人は相続時精算課税
制度を併用することが可能になりました。

◆納税猶予税額の再計算の特例
　平成27年１月１日以後の相続等により
事業承継税制を適用した後、民事再生法
の規定による再生計画または会社更生法
の規定による更生計画の認可決定があっ
た場合、納税猶予税額が、その認可決定
があった時の会社の評価に置き換えて再
計算される特例が設けられました。
　その際、再評価によって減額された猶
予税額から認可決定日前５年以内に後継
者等が受け取った配当等を控除した金額
は、相続税が免除されます。

■経過措置　�
◆�自社株式に係る相続税の10％減
額特例の廃止に伴う措置

　平成21年３月31日以前は、事業承継
税制として自社株式に係る相続税の10％
減額特例の制度が設けられていました。

当該特例の適用を受けるために、既に相
続時精算課税により贈与された株式につ
いては、以下の経過措置が講じられてい
ます。

◆�中小オーナー経営者に対する相続時精
算課税制度の特例の廃止に伴う措置

　平成20年12月31日以前は、中小オーナ
ー経営者に対する相続時精算課税の特例
（贈与者の年齢制限を60歳以上に緩和、
非課税枠を3,000万円に拡大）の制度が

設けられていました。贈与を受けた後継
者が、適用要件を満たしている場合には、
相続税の納税猶予の適用を受けることが
できます。

●納税が猶予される相続税の計算方法

正味の遺産額に基づき後継者の相続税を計算。

後継者が取得した財産が特例の適用を受ける非上場株式のみ
であると仮定して後継者の相続税を計算。

後継者の取得した財産が特例の適用を受ける非上場株式の20％のみ
であると仮定して後継者の相続税を計算。

「②の金額」から「③の金額」を控除した残額が「納税が猶予される
相続税（④の金額）」となります。

相続税の計算

相続税の計算

相続税の計算

第１段階

第２段階

第３段階

第４段階

相続人Ａが取得し
た財産の価額の合
計額
→土地等：３億円

経営承継相続人Ｂが取得した
すべての財産の価額の合計額
→３億円 ( 非上場株式：１億
5000万円＋現預金等：１億
5000万円 )

①
経営承継相続人Ｂの
通常の相続税額
→9,855 万円

②
Ⅰに対応する経営
承継相続人Ｂの相

続税額
→2,730万円

④猶予税額
②（2,730万円）
－③（463.2万
円）＝2,266.8
万円

⑤納付税額
①（9,855万円）
－④（2,266.8万
円）＝7,588.2万
円

③

Ⅰ
特例の適用を受ける非

上場株式の額
→１億5000万円×2/3

＝１億円

Ⅱ

Ⅰ×20％
＝2,000万円

相続人Ａが取得し
た財産の価額の合
計額
→土地等：３億円

相続人Ａが取得し
た財産の価額の合
計額
→土地等：３億円

Ⅱに対応する経営
承継相続人Ｂの相
続税額
→463.2 万円

（按分割合0.06（小数点以下第２位まで）
＝2,000万円／32,000万円）

※　平成27年1月1日以後に相続等が行われたものとして相続税額を計算しています。

土地等

土地等 現預金

土地等

非上場
株式

非上場
株式

非上場
株式

①�相続時に適用要件を満たしている場合には、10％減額特例を適用
②�贈与を受けた者が後継者で、適用要件を満たしている場合には、相続税
の納税猶予を適用

（出所）国税庁資料をもとに大和総研作成
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医業継続の事業承継税制

� ● 相続・贈与に欠かせない財産評価

356 357
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　医業継続の事業承継税制とは、持分の定めのある医療法人が、新たに法定
される移行計画の認定を受けて持分の定めのない医療法人への移行作業中で
あるときは、当該持分の定めのある医療法人の持分の相続やみなし贈与が発
生した際に、その相続税および贈与税が猶予・免除されるものです。
　持分の定めのある医療法人においては、出資者は出資持分の払戻請求が可
能です。出資者が死亡し相続が発生した際には、その被相続人の出資持分に
ついて「取引相場のない株式の評価」と同様に評価して相続財産に算入され、
相続人に相続税の負担が発生します。
　持分の定めのある医療法人が持分の定めのない医療法人へ移行準備をして
いる最中に、出資持分に係る相続が発生すると、相続税負担のために医業の
継続が困難になるおそれがあります。
　そこで、この制度では、持分の定めのある医療法人が、医療法人への移行
計画（移行期限３年以内）を策定し、持分の定めのない医療法人への移行検
討に関する定款変更すること等の要件を満たし、厚生労働大臣の認定を受け
ているときは、猶予税額相当分の担保提供を要件として、下記の相続税・贈
与税の納税がその認定された移行計画に定められた移行期限まで猶予される
こととされています。
　　
　　
　　

　　　　
　認定移行計画の期限内に当該医療法人の全ての出資者が持分を放棄し持分
の定めのない医療法人に移行した場合、上記で猶予された相続税・贈与税の
納税は免除されます。
　これらの規定は、平成26年10月１日から平成32年９月30日までの間に厚
生労働大臣認定を受けた医療法人に適用されます。
　なお、出資者の持分放棄により出資者の親族等、特別の関係がある者の贈
与税負担を不当に減少する結果が生じたときは、原則として医療法人の経済
的利益に対して贈与税が課されます。しかし、平成29年度税制改正により、
医療法等の一部を改正する法律※の施行日から平成32年９月30日までの間
に、厚生労働大臣から認定を受けた医療法人については、この贈与税は課さ
れないことになります。
※　平成29年４月30日現在、国会審議中です。

①�相続人に発生する出資持分に係る相続税の納税
②�出資者が出資持分の放棄や一部の払戻しを受けた場合等に残存出資者
に発生するみなし贈与に係る贈与税の納税

非上場株式等についての贈与税の納税猶予の特例
　非上場株式等についての贈与税の納税
猶予の特例（以下、贈与特例といいます）
とは、後継者である受贈者が、贈与によ
り、都道府県知事の円滑化法の認定を受
ける非上場会社の株式等を先代経営者か
ら全部または一定以上取得し、その会社
を経営していく場合には、その後継者が
納付すべき贈与税のうち、その株式等（一
定の部分に限る）に対応する贈与税の全
額の納税が猶予されるものです。平成27
年４月１日以後の贈与から、中小企業の
事業承継のより一層の円滑化を図るた
め、この納税猶予の特例の適用を受けて
いる者（２代目）が３代目に対する再贈
与を行う場合についても、猶予されてい
た贈与税の納税義務が免除されています。
　対象となる株式の上限は、贈与前から
既に後継者が保有していたものを含め
て、発行済議決権株式等の総数等の３分

の２に達するまでの部分です。
　猶予税額の納付、免除等については、
相続特例と同様です。
　贈与者の死亡時には、引き続き保有す
る猶予対象株式等を相続により取得した
ものとみなし、贈与時の時価により他の
相続財産と合算して相続税額を計算しま
す。その際、都道府県知事の確認を受け
た場合には、相続特例が適用されます。
適用要件は基本的に相続特例と同一です
が、①中小企業者に該当する会社である
こと及び②会社の株式が非上場の株式で
あることの要件は、平成29年１月１日以
後の相続等から不要になります。
　また、平成29年１月１日以後の贈与に
係る贈与税から、後継者が、贈与特例の
適用を受けている場合であっても、後継
者を含む推定相続人は相続時精算課税制
度の併用が可能になりました。

●非上場株式等についての贈与税の納税猶予の特例

＜ 贈 与 ＞
経営者 ⇒ 後継者

経営者の保有株式等の全部（注）の贈与
 （注）贈与した結果、後継者の保有割合が発行
　　　済議決権株式等の 2/3 超となる場合は、
　　　当該 2/3 に達するまでの贈与が要件

＜ 相 続 ＞
旧経営者死亡

５年間

都
道
府
県
知
事
の

円
滑
化
法
の
認
定

都
道
府
県
知
事
の
確
認

事業の継続

○株式等の保有継続
○代表者であること
○雇用の８割維持
　　　　　　　　　等

○株式等の保有継続等 ○株式等の保有継続等

贈 与 税 の 納 税 猶 予 ※ 相 続 税 の 納 税 猶 予

議決権株式等（贈与後で発行済議決権
株式等の 2/3 に達するまで）の贈与税
の全額を猶予

後継者の相続税額のうち議決権株式等（相続後
で発行済議決権株式等の 2/3 に達するまで）
の80％に対応する相続税の納税を猶予

猶予対象株式等を相続により取得したものとみなして、
贈与時の時価で相続財産に合算して相続税額を計算

※　平成27年４月１日以後の贈与から、２代目から３代目への承継があっても２代目は納税猶予のままです。
（出所）財務省資料をもとに大和総研作成

●非上場株式等についての贈与税の納税猶予の特例
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